
東京電力ホールディングス株式会社に対する電力価格の高騰抑制・ 

安定供給の確保・再生可能エネルギーの活用促進に係る緊急要望 

 

 不透明さを増す中東情勢等を契機とした電力などの各種エネルギー価格の

高騰、昨今の急速な円安の進行などにより、日本経済は深刻な影響を受けて

おり、エネルギーの安定供給をとりまく課題が表面化している。一方で、世

界各国で大規模な自然災害が発生するなど、気候変動への対策は急務であり、

２０５０年のカーボンニュートラルの実現に向け、エネルギーの脱炭素化に

向けた取組を加速させなければならない。  

エネルギー価格高騰などの構造的問題に対しては、供給面のリスクや価格

変動の大きい化石燃料への依存から脱却し、中長期に安定調達ができる再生

可能エネルギーを主要エネルギー源とすることで、エネルギー安全保障の確

立と脱炭素化を両立させることが極めて重要である。 

そのため、電力価格の高騰抑制と安定的な電力供給の確保、再生可能エネ

ルギーの活用促進について、貴社に対して以下のとおり緊急に要望する。 

 

 

１ 電力価格の高騰抑制  

  様々なコスト縮減を含めた不断の経営改革を行うとともに、省エネや効

率的な電気の使用の推進による利用者負担軽減を促進すること。 

 

２ 電力需給の安定化・再生可能エネルギーの活用促進 

迅速かつ経済的な再生可能エネルギーの導入拡大を電力需給の安定化に

資する取組と併せて進めるとともに、再エネ電力の出力制御の抑制につなが

る優先的な系統利用や需要シフトを促進すること。 

また、国と連携した系統整備への積極的な取組を実施すること。 
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